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 平成１３年３月期 中間決算短信（連結） 平成１２年１１月２１日

上場会社名 東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社 上場取引所 東・大・名・京・福
コード番号 ４０４２ 本社所在都道府県 東京都
問合せ先     責任者役職名 理事 経営管理室部長

氏 名 加 古 一 夫 TEL  (０３) ５４２７ － ５１２３
中間決算取締役会開催日 平成１２年 １１月２１日

１．１２年９月中間期の連結業績（平成１２年４月１日 ～ 平成１２年９月３０日）
 (1) 連結経営成績                                            　　(注) 百万円未満は切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
12年9月中間期 ２０４，３４３ １６．８ １１，１２２ ２３．９ １０，２５０ １０２．０
11年9月中間期 １７４，９２４ － ８，９７８ － ５，０７５ －
12年３月期 ３７４，１８１ ２７，３２９ ２１，３４２

中間（当期）純利益 １株当たり
中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

　　　　百万円 　　　％ 　　　　　円 　　　　銭 　　　　　　円 　　　銭
12年9月中間期 ２，８１１ ３９．４ ４ ６８ － －
11年9月中間期 ２，０１７ － ３ ３６ － －
12年３月期 ６，０１９ １０ ０２ － －
（注）①持分法投資損益 12年9月中間期 ８６１百万円

11年9月中間期 ８８５百万円
12年３月期 ２，８８１百万円

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

 (2) 連結財政状態

総    資    産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本
             百万円              百万円                  ％          円 銭

12年9月中間期 ５３０，３３７ ８４，０４３ １５．８ １３９ ８０
11年9月中間期 ５２１，９２０ ８８，５４１ １７．０ １４７ ４１
12年３月期 ５２７，９８９ ９１，８８５ １７．４ １５２ ９７

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
12年9月中間期 １５，３２３ △　１２，０７８ △　３，８６２ １７，１５８
11年9月中間期 － － － －
12年３月期 ３４，００６ △　２４，６５８ △　２０，７１７ １７，７００

 (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数          ７９社 持分法適用非連結子会社数    １社 持分法適用関連会社数   ３７社

 (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結  (新規)    ７社 (除外)     　１社 持分法  (新規)    １社 (除外)    ３社

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年４月１日 ～ 平成１３年３月３１日）

売 上 高 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円

通  期 ４３０，０００ ２５，０００ １０，０００
 (参考)  １株当たり予想当期純利益(通期)    １６円６３銭



－　　－2

１．企　業　集　団　の　状　況１．企　業　集　団　の　状　況１．企　業　集　団　の　状　況１．企　業　集　団　の　状　況

石油化学

北 越 化 成 ㈱

得　　意　　先

サービス

東 洋 港 運 ㈱

東 ソ ー 機工㈱

機能商品

東ｿｰ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱

東 ソ ー 日 向 ㈱

東ｿｰ･ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨﾏﾃﾘｱﾙ㈱

山 口 日 本 石 英 ㈱

ﾄｰｿｰ・ｱﾒﾘｶ , Inc.

ﾕｰﾛ･ｼﾞｪﾈﾃｨｸｽ N.V.

ﾄｰｿｰ･ﾍﾗｽ A.I.C.

保土谷化学工業㈱

　  東ソー㈱
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オ ル ガ ノ ㈱

製品の製造委託

製品の販売委託

製品の販売

基礎原料

東北東ソー化学㈱

大 洋 塩 ビ ㈱

プ ラ ス ・ テ ク ㈱

P.T.ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄｰﾖｰ･ﾎﾟﾘﾏｰ

ロンシール工業㈱

東邦アセチレン㈱

東 ソ ー ・ ア ク ゾ ㈱

投
資

ﾄｰｿｰ･ＳＭＤ, Inc .

原材料の供給

製品の販売委託

原材料の供給

原材料の供給

原材料の供給

原材料の供給

原材料の供給

製品の供給

製品の販売

製品の販売委託

連結子会社

持分法適用会社

原材料の供給

原材料の供給

原材料の供給

製品の販売

(注)平成 12 年 10 月１日付で、東ソー・アクゾ㈱は東ソー・ファインケム㈱に、山口日本石英㈱は東ソー・エスジーエム㈱
に、それぞれ社名変更しております。
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２．経　営　方　針２．経　営　方　針２．経　営　方　針２．経　営　方　針

欧米化学企業のダイナミックな動きや、アジア諸国の化学企業の活発な事業展開によって、日本の化

学企業は厳しい国際競争にさらされ、事業統合・再編のみならず会社統合の動きも出てまいりました。

このような中で、当社は、中長期的視野に立って以下の目標を掲げることにより、安定した高収益をあ

げうる企業体質を構築し、真の国際競争力を有する企業となることを目指しております。

　①石油化学事業やクロール・アルカリ事業といったベーシックケミカルで、規模・競争力において強固な基盤を

　　確立すること。

②ファイン・スペシャリティ事業では、技術力を持ち、世界或いはアジアでトップレベルの製品群を構築するこ

と。

目標達成に向け、クロール・アルカリ事業において、昨年６月に自家発電設備、苛性ソーダ・塩化ビニルモノマ

ー製造設備の能力増強を完了し、さらに、ビニルチェーンをより強固なものとするため、本年４月より塩ビ樹脂の

製造・販売会社である大洋塩ビ株式会社を当社主導で運営しております。また、ファイン・スペシャリティ事業に

おきましても、本年６月に触媒、有機中間体事業の合弁会社である東ソー・アクゾ株式会社を１００％子会社化し

ております。また、特殊セラミックスの一つであるジルコニア粉末の生産能力の大幅増強を実施し、さらには、ア

ジア市場での石英事業を強化するため、台湾に石英ガラスの加工工場の建設を開始するなど、有機・無機の基盤技

術をベースに高付加価値製品の育成・強化に努めております。

加えて、連結経営重視の観点から、グループの総合力を強化し、効率化を推進するため、経営管理体制の見直し

を行うとともに、経営目標を設定し継続的な業績改善に努める所存であります。

一方、地球環境問題に対しましても、最少の資源を最大限に活用することによる省エネ・省資源を推進するとと

もに、製造プロセス及び運転管理の改善による排出物・廃棄物低減を達成することにより、環境保全に取り組んで

まいります。

利益配分につきましては、株主各位に対し安定配当を継続することを基本としております。また、財務体質の向

上を図るとともに、今後の事業展開及び効率化の投資等に活用し、長期的な企業価値の向上に役立てたいと考えて

おります。
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３．経　営　成　績３．経　営　成　績３．経　営　成　績３．経　営　成　績

１．当中間期の概況

（１）当中間期の業績全般の概況

　当中間期のわが国経済は、ＩＴ関連分野を中心に設備投資は増加いたしましたが、個人消費は依然横ばいの状況

が続き、本格的な景気の回復には至りませんでした。一方、海外においては、米国経済が堅調であり、アジア経済

も順調に推移しました。

　化学業界におきましては、国内出荷は需要の回復により増加いたしましたが、原油市況の高騰に伴う原料ナフサ

価格の上昇が採算を悪化させたため、収益面では厳しい事業環境となりました。

　このような情勢の下、当社は、販売数量の確保と製品価格の維持・是正に努めるとともに、事業基盤の強化、経

営の合理化に鋭意取り組んでまいりました。

　この結果、売上高は２，０４３億４３百万円と前年同期に比べ２９４億１８百万円の増収、経常利益は１０２億

５０百万円と前年同期に比べ５１億７５百万円の増益となりました。

　中間純利益につきましては、退職給付会計の適用に伴い発生した退職給付債務に対する積立不足の費用処理額８

７億４３百万円を特別損失にしましたため、２８億１１百万円と前年同期に比べ７億９４百万円の増益に止まりま

した。

（２）当中間期の財政状態

　当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、１５３億２３百万円となりました。投資活動によるキャッシ

ュ・フローは、能力増強、合理化工事などを行ったことにより、１２０億７８百万円のマイナスとなりました。ま

た、財務活動によるキャッシュ・フローは、３８億６２百万円のマイナスとなり、現金及び現金同等物は１７１億

５８百万円となりました。

（３）当中間期の主な部門別の概況

石 油 化 学 事 業

　オレフィン製品は、エチレンプラントの大型定期修繕の実施により出荷が減少しましたが、市況は原料ナフサ価

格の高騰を反映して国内外とも大幅に上昇しました。ポリエチレンは、需要回復により国内販売が増加しましたが、

原料コストの上昇を価格に転嫁できなかったため、利益は減少いたしました。

　この結果、売上高は前年同期に比べ５５億６４百万円（９．５％）増加し６３９億４５百万円となりましたが、

営業利益は前年同期に比べ１１億４百万円（２７．２％）減少し２９億５１百万円となりました。
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基 礎 原 料 事 業

　苛性ソーダ・塩化ビニルモノマーは、出荷が堅調に推移し、市況については塩化ビニルモノマーが国内外ともに

上昇しましたが、苛性ソーダは軟化しました。セメントは、民間需要に回復の兆しが見られた反面、公共投資が鈍

化し、国内出荷が減少しました。また、塩化ビニル樹脂の製造・販売会社である大洋塩ビ株式会社が連結子会社と

なり売上高が増加いたしましたが、原料ナフサ価格の高騰に対し値上げが実施できなかったため赤字となりました。

　この結果、売上高は前年同期に比べ１８１億３３百万円（３２．７％）増加し７３６億６５百万円となり、営業

利益も前年同期に比べ７億８８百万円（４７．７％）増加し２４億３９百万円となりました。

機 能 商 品 事 業

　スパッタリングターゲット、石英ガラス、セラミックスは、ＩＴ関連産業の旺盛な需要に支えられて国内外とも

出荷が増加しました。科学計測機器は診断関連商品の輸出が伸長しました。また、東ソー・アクゾ株式会社が連結

子会社となり売上高が増加しました。しかし、円高及び欧州通貨安の影響により全般的に手取り価格が減少すると

ともに、海外子会社の売上高も減少いたしました。

　この結果、売上高は前年同期に比べ４８億９０百万円（１１．８％）増加し４６２億５６百万円となり、営業利

益も前年同期に比べ２２億８７百万円（９９．５％）増加し４５億８６百万円となりました。

サ ー ビ ス 事 業

　商社及び建設関連の子会社において売上高が増加した結果、売上高は前年同期に比べ８億３０百万円（４．

２％）増加し２０４億７５百万円となり、営業利益も前年同期に比べ１億７３百万円（１７．８％）増加し１１億

４５百万円となりました。

２．通期の見通し

　今後の見通しにつきましては、日本経済は民間需要に支えられた自律的回復には至っておらず、依然として予断

を許さない状況にあります。化学業界におきましても、原燃料価格や為替の先行きが不透明ななか、事業環境が急

激に好転することは期待できず、引き続き厳しい条件での収益確保を余儀なくされることが予想されます。

　当社といたしましては、ポリエチレンをはじめとする各種製品価格の是正に注力するとともに、経営全般におけ

る更なる合理化を徹底し、安定した収益の確保に努めてまいる所存であります。

　通期の業績につきましては、売上高は４，３００億円、経常利益は２５０億円、当期純利益は１００億円を予想

しております。

　また、年間配当金は、期末に１株につき５円の配当とさせていただく予定であります。
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　４．中４．中４．中４．中    間間間間    連連連連    結結結結    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等

（１）中（１）中（１）中（１）中    間間間間    連連連連    結結結結    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

(H12.4.1～H12.9.30) (H11.4.1～H11.9.30)
増 減

(H11.4.1～H12.3.31)

                  期   別

 科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金      額 増減率 金      額 百分比

営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益
％ ％ ％ ％

売 上 高 204,343 100.0 174,924 100.0 29,418 16.8 374,181 100.0
営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用
売 上 原 価 157,418 132,819 24,598 281,235
販売費及び一般管理費 35,802 33,125 2,676 65,616

営
業

損

益

の

部 営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 11,12211,12211,12211,122 5.4 8,9788,9788,9788,978 5.1 2,1432,1432,1432,143 23.9 27,32927,32927,32927,329 7.3

営 業外収益営業外収益営業外収益営業外収益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
持分法による投資利益
そ の 他

116
580
861
1,815

125
262
885
1,205

△

△

9
318
24
610

270
408
2,881
3,324

計計計計 3,3743,3743,3743,374 2,4792,4792,4792,479 894894894894 6,8856,8856,8856,885
営 業外費用営業外費用営業外費用営業外費用
支 払 利 息
そ の 他

3,623
623

4,261
2,120

△
△

638
1,497

8,160
4,712

経    

常    

損    

益    

の    

部

営

業

外

損

益

の

部 計計計計 4,2464,2464,2464,246 6,3826,3826,3826,382 △△△△ 2,1362,1362,1362,136 12,87212,87212,87212,872
経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 10,25010,25010,25010,250 5.0 5,0755,0755,0755,075 2.9 5,1755,1755,1755,175 102.0 21,34221,34221,34221,342 5.7
特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
関係会社株式売却益
退職給付信託設定益
そ の 他

67
3,252
2,688
312

261
－
－
85

△ 194
3,252
2,688
227

3,001
－
－
529

計計計計 6,3206,3206,3206,320 346346346346 5,9745,9745,9745,974 3,5303,5303,5303,530

特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失
有価証券等評価損
設 備 休 廃 止 損
退職給与引当金繰入額
退職給付会計変更時差異

費用処理額

そ の 他

1,068
816
－

8,743
215

13
621
－

－
538 △

1,055
195
－

8,743
322

2,056
1,167
9,938

－
2,197

特    

別    

損    
益    

の    

部

計計計計 10,84310,84310,84310,843 1,1721,1721,1721,172 9,6719,6719,6719,671 15,35915,35915,35915,359

税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益 5,7265,7265,7265,726 2.8 4,2484,2484,2484,248 2.4 1,4781,4781,4781,478 34.8 9,5139,5139,5139,513 2.5
法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税 3,2203,2203,2203,220 1.6 2,1622,1622,1622,162 1.2 1,0581,0581,0581,058 48.9 5,8725,8725,8725,872 1.6
法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額 －－－－ － －－－－ － －－－－ － △　　△　　△　　△　　2,3502,3502,3502,350 －
少 数 株 主 利 益少 数 株 主 利 益少 数 株 主 利 益少 数 株 主 利 益 －－－－ － 68686868 0.0 △△△△ 68686868 － －－－－ －
少 数 株 主 損 失少 数 株 主 損 失少 数 株 主 損 失少 数 株 主 損 失 305305305305 0.1 －－－－ － 305305305305 － 27272727 0.0
中間中間中間中間（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益 2,8112,8112,8112,811 1.4 2,0172,0172,0172,017 1.2 794794794794 39.4 6,0196,0196,0196,019 1.6
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（２）中（２）中（２）中（２）中    間間間間    連連連連    結結結結    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 期 前 中 間 期
(H12.9.30 現在) (H12.3.31 現在)

増 減
(H11.9.30現在)

              期   別

 科   目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 増減率 金      額 構成比
（（（（    資資資資        産産産産        のののの        部部部部    ））））   ％   ％   ％   ％

流流流流    動動動動    資資資資    産産産産 200,009200,009200,009200,009 37.7 202,671202,671202,671202,671 38.4 △△△△ 2,6612,6612,6612,661 △1.3 196,086196,086196,086196,086 37.6
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,416
114,660
1,040
54,110
13,266

△      484

13,004
100,502
22,904
52,597
14,368

△      706

△

△

4,412
14,158
21,864
1,513
1,102
221

14,100
97,915
20,495
50,134
14,070

△     630
固固固固    定定定定    資資資資    産産産産 330,300330,300330,300330,300 62.3 314,872314,872314,872314,872 59.6 15,42815,42815,42815,428 4.9 320,126320,126320,126320,126 61.3
有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 257,927257,927257,927257,927 48.6 255,290255,290255,290255,290 48.4 2,6372,6372,6372,637 1.0 257,456257,456257,456257,456 49.3
建 物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

65,845
110,245
5,398
64,842
11,595

65,836
110,710
5,750
63,059
9,934

△
△

9
465
351
1,783
1,661

66,244
116,485
5,561
61,258
7,907

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 7,7757,7757,7757,775 1.5 3,3923,3923,3923,392 0.6 4,3834,3834,3834,383 129.2 3,9443,9443,9443,944 0.8
投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 64,59764,59764,59764,597 12.2 56,18956,18956,18956,189 10.6 8,4078,4078,4078,407 15.0 58,72458,72458,72458,724 11.2
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

50,999
13,782

△      184

41,966
14,377

△      154
△
△

9,032
594
30

44,669
14,151

△      95
繰 延 資 産繰 延 資 産繰 延 資 産繰 延 資 産 26262626 0.0 53535353 0.0 △△△△ 26262626 △50.0 80808080 0.0
社 債 発 行 費 用 26 53 △ 26 80

為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定 －－－－ － 10,39210,39210,39210,392 2.0 △△△△ 10,39210,39210,39210,392 － 5,6285,6285,6285,628 1.1
資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計 530,337530,337530,337530,337 100.0 527,989527,989527,989527,989 100.0 2,3482,3482,3482,348 0.4 521,920521,920521,920521,920 100.0

（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 239,327239,327239,327239,327 45.1 222,775222,775222,775222,775 42.2 16,55216,55216,55216,552 7.4 231,718231,718231,718231,718 44.4
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
賞 与 引 当 金
その 他の 引当 金
そ の 他

51,281
153,840
4,421
76

29,708

41,682
145,553
4,237
2,295
29,006

△

9,599
8,287
183
2,219
701

39,662
161,200
3,924
1,924
25,005

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 202,359202,359202,359202,359 38.2 206,521206,521206,521206,521 39.1 △△△△ 4,1624,1624,1624,162 △2.0 197,966197,966197,966197,966 37.9
社 債
長 期 借 入 金
退職給与引当金
退職給付引当金
その 他の 引当 金
そ の 他

33,000
147,293

－
19,231
936
1,898

33,000
154,627
17,193
－
106
1,595

△
△

－
7,333
17,193
19,231
829
303

33,000
156,639
7,207
-
201
917

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 441,686441,686441,686441,686 83.3 429,296429,296429,296429,296 81.3 12,38912,38912,38912,389 2.9 429,684429,684429,684429,684 82.3
（ 少 数 株 主 持 分 ）（ 少 数 株 主 持 分 ）（ 少 数 株 主 持 分 ）（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分 4,6064,6064,6064,606 0.9 6,8066,8066,8066,806 1.3 △△△△ 2,1992,1992,1992,199 △32.3 3,6943,6943,6943,694 0.7
（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 40,63340,63340,63340,633 7.7 40,60940,60940,60940,609 7.7 24242424 0.1 40,60940,60940,60940,609 7.8
資本準備金資本準備金資本準備金資本準備金 29,63729,63729,63729,637 5.6 29,49429,49429,49429,494 5.6 142142142142 0.5 29,49429,49429,49429,494 5.7
連結剰余金連結剰余金連結剰余金連結剰余金 21,49121,49121,49121,491 4.0 21,78421,78421,78421,784 4.1 △△△△ 293293293293 △1.3 18,45018,45018,45018,450 3.5
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 1111 0.0 －－－－ － 1111 － －－－－ －
為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定 △△△△    7,717    7,717    7,717    7,717 △1.5 －－－－ － △△△△ 7,7177,7177,7177,717 － －－－－ －
自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △△△△         2         2         2         2 △0.0 △△△△         2         2         2         2 △0.0 △△△△ 0000 △6.9 △△△△       1       1       1       1 △0.0
子会社の所有する親会社株式子会社の所有する親会社株式子会社の所有する親会社株式子会社の所有する親会社株式 －－－－ － －－－－ － －－－－ － △△△△      11      11      11      11 △0.0
資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計 84,04384,04384,04384,043 15.8 91,88591,88591,88591,885 17.4 △△△△ 7,8417,8417,8417,841 △8.5 88,54188,54188,54188,541 17.0

負債、少数株主持分負債、少数株主持分負債、少数株主持分負債、少数株主持分
及び資本合計及び資本合計及び資本合計及び資本合計

530,337530,337530,337530,337 100.0 527,989527,989527,989527,989 100.0 2,3482,3482,3482,348 0.4 521,920521,920521,920521,920 100.0
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（３）中（３）中（３）中（３）中    間間間間    連連連連    結結結結    剰剰剰剰    余余余余    金金金金    計計計計    算算算算    書書書書
(単位：百万円)

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
自 平成１２年４月 １ 日 自 平成１１年４月 １ 日 自 平成１１年４月 １ 日

                             　　期  別

 科  目 至 平成１２年９月３０日 至 平成１１年９月３０日 至 平成１２年３月３１日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高連 結 剰 余 金 期 首 残 高連 結 剰 余 金 期 首 残 高連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２１，７８４ １９，１９０ １９，１９０

連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高 １０６ １０ ２０９

持分法適用会社増加による増加高 ６３ － －

持分法適用会社持分率変動他による増加高 － １０ ２０９

持分法適用会社合併による増加高 ４３ － －

連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高 ３，２１２ ２，７６８ ３，６３５

配 当 金 ３，００３ １，８０１ １，８０１

役 員 賞 与 ８６ １５ １５

（ う ち 監 査 役 賞 与 ） （０） （０） （０）

連 結 子 会 社 増 加 に よ る 減 少 高 １２２ － －

連結子会社持分率変動他による減少高 － － １７５

持分法適用会社数変動による減少高 － ９５０ １，６４１

中 間中 間中 間中 間 （ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益（ 当 期 ） 純 利 益 ２，８１１ ２，０１７ ６，０１９

連結剰余金中間期末連結剰余金中間期末連結剰余金中間期末連結剰余金中間期末(((( 期末期末期末期末)))) 残高残高残高残高 ２１，４９１ １８，４５０ ２１，７８４
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（４）中間（４）中間（４）中間（４）中間連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書
(単位：百万円)

当 中 間 期 前 期
自 平成１２年４月 １ 日 自 平成１１年４月 １ 日
至 平成１２年９月３０日 至 平成１２年３月３１日

Ⅰ　営業活動によるキャッシュⅠ　営業活動によるキャッシュⅠ　営業活動によるキャッシュⅠ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 ５，７２６ ９，５１３
減価償却費 １２，８２０ ２５，４９５
退職給付信託設定損益 ３，７６９ －
退職給与引当金の増加額（△　減少額） △ １７，１８７ ９，７９２
退職給付引当金の増加額 １９，２３１ －
受取利息及び受取配当金 △ ６９７ △ ６７９
支払利息 ３，６２３ ８，１６０
為替差損 １７１ ７６９
持分法による投資利益 △ ８６１ △ ２，８８１
有価証券等評価損益 １，０６８ ２，０５６
固定資産売却損益 △ ６５ △ ２，７２９
設備休廃止損 ８１６ １，１６７
関係会社株式売却益 △ ３，２５２ －
売上債権の増加額 △ １２，７８７ △ １０，３０８
棚卸資産の減少額（△　増加額） △ ４３ １，２４５
仕入債務の増加額 ９，７８４ １，１４３
その他 ２ １，１５５
　　小　　計 ２２，１２１ ４３，９００
利息及び配当金の受取額 ８９２ １，１０９
利息の支払額 △ ３，４７１ △ ８，３５５
法人税等の支払額 △ ４，２１８ △ ２，６４７

営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー １５，３２３１５，３２３１５，３２３１５，３２３ ３４，００６３４，００６３４，００６３４，００６

Ⅱ　投資活動によるキャッシュⅡ　投資活動によるキャッシュⅡ　投資活動によるキャッシュⅡ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
有価証券の売却・償還による収入 ３２ ２，１６８
固定資産の取得による支出 △ １０，３６８ △ ３０，１９０
固定資産の売却による収入 ９１ ２，９２７
投資有価証券の取得による支出 △ ５４５ △ １，６０３
投資有価証券の売却・償還による収入 １，５７６ ２，９３３
関係会社株式売却による収入 ４，４０６ －
連結の範囲の変更に伴う子会社株式の取得による支出 △ ６，７２９ △ ５０８
貸付による支出 △ １２０ △ １，００３
貸付金の回収による収入 ２３４ １，１１７
その他 △ ６５６ △ ４９９

投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △△△△ １２，０７８１２，０７８１２，０７８１２，０７８ △△△△ ２４，６５８２４，６５８２４，６５８２４，６５８

Ⅲ　財務活動によるキャッシュⅢ　財務活動によるキャッシュⅢ　財務活動によるキャッシュⅢ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短期借入金の純増加額 ７，９７１ ３，０５５
長期借入による収入 ２０，８４３ ３９，００９
長期借入金の返済による支出 △ ２９，７３２ △ ６２，８４８
配当金の支払額 △ ２，９８４ △ １，７９３
少数株主への配当金の支払額 △ ３７ △ ４７
少数株主の増資引受による払込額 ８４ １，９１４
その他 △ ６ △ ７

財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △△△△ ３，８６２３，８６２３，８６２３，８６２ △△△△ ２０，７１７２０，７１７２０，７１７２０，７１７
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ３２３２３２３２ △△△△ ３０１３０１３０１３０１
Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 △△△△ ５８５５８５５８５５８５ △△△△ １１，６７１１１，６７１１１，６７１１１，６７１
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 １７，７００１７，７００１７，７００１７，７００ ２９，１０４２９，１０４２９，１０４２９，１０４
Ⅶ　Ⅶ　Ⅶ　Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ４２４２４２４２ ２６７２６７２６７２６７
Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高（期末）残高（期末）残高（期末）残高 １７，１５８１７，１５８１７，１５８１７，１５８ １７，７００１７，７００１７，７００１７，７００



－　　－10

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社  ７９社
東北東ソー化学株式会社 トーヨーソーダ･ネーデルランドＢ.Ｖ.
東ソー･エレクトロニクス株式会社 トーソー･アメリカ,Ｉｎｃ.
東ソー日向株式会社 ユーロ･ジェネティクス Ｎ.Ｖ.　　　　　他７３社

非連結子会社  ６社
四日市ポリマー株式会社 トーソー・クォーツ・タイワン Ｃｏ.,ＬＴＤ
東ソー・デュボイケミカル株式会社 トーソー・ＳＭＤ・コリア,Ｌｔｄ．　　 他２社

２．持分法の適用に関する事項

子  会  社   １社
トーソー・ＳＭＤ・コリア,Ｌｔｄ．

関連会社 ３７社
エフテック株式会社 デラミンＢ.Ｖ.
オルガノ株式会社 プラス・テク株式会社
フィリピン・レジンズ・インダストリーズ，Ｉｎｃ．　　　　　　　　　　　他３２社
　

３．連結範囲の異動状況

　新規会社　　７社
東ソー･アクゾ株式会社 有限会社東ソー情報システム
東ソー総合サービス有限会社 有限会社東ソー分析センター
トーソー・ポリビン，Ｃｏ．
トーソー・ＳＥＴ，Ｉｎｃ．（旧セミコンダクター・イクイップメント・テクノロジー，Ｉｎｃ．）
トーソー・ＳＥＴ・ホールディング，Ｉｎｃ．

　除外会社　　１社
燐化学産業株式会社

４．持分法の適用の異動状況

　新規会社　　　１社
ニッカ化成株式会社

　除外会社　　　３社
東ソー・アクゾ株式会社 セミコンダクター・イクイップメント・テクノロジー，Ｉｎｃ．
アクゾ・カシマ株式会社

５．連結子会社の（中間）決算日等に関する事項
　中間決算日が中間連結決算日と異なる連結子会社のうち、その差異が３ヶ月を超える会社については、中間連結財
務諸表作成の基礎となる中間財務諸表を作成するために必要とされる中間決算を行っております。
　一方、その差異が３ヶ月を超えない会社については、当該子会社の正規の中間決算を基礎として中間連結決算を行
っております。ただし、中間連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。
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６．会計処理基準に関する事項

　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
(a)有価証券
①満期保有目的債券…償却原価法
②その他有価証券　　時価の有るもの…中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算出）
時価の無いもの…移動平均法による原価法

(b)棚卸資産
…主として総平均法による原価法

(c)デリバティブ
…時価法

　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
(a)有形固定資産……主として法人税法に規定する定額法
(b)無形固定資産……主として法人税法に規定する定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づ
く定額法

　(3)重要な引当金の計上基準
(a)貸 倒 引 当 金          ‥‥‥ 当社及び国内連結子会社は、一般債権について、貸倒実績率に基づく計算額により設

定しており、在外連結子会社は、債権の実態に応じ貸倒見積高を計上することとして
おります。

(b)債権償却引当金          ‥‥‥ 貸倒懸念債権等、特定の債権に対して回収不能見込額により設定しております。
(c)賞 与 引 当 金          ‥‥‥ 従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当中間期負担額により

設定しております。
(d)退職給付引当金          ‥‥‥ 当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認
められる額を計上しております。在外連結子会社には退職給付金制度はありませんが、
解雇手当引当金１１６百万円を退職給付引当金に含めております。

　(4)重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　(5)重要なヘッジ会計
(a)ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例要件を満たす取引については、特例処理を採用し
ております。
(b)ヘッジ手段、ヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

(c)ヘッジ方針
リスク管理方針について定めた内部規程に基づいて、金利変動リスクをヘッジしております。

　(6)その他の連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっております。
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追追追追    加加加加    情情情情    報報報報

(１)金融商品会計
　当中間期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
成11年1月22日））を適用しております。
　この変更に伴い、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他の有価証券に
含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券とし
て表示しております。これにより有価証券は17,429百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

(２)退職給付会計
　当中間期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会  平
成10 年6 月16 日））を適用しております。また、当中間期に、退職給付信託設定益2,688 百万円を計上しておりま
す。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用は 9,852 百万円増加し、経常利益は 984 百万円、税
金等調整前中間純利益は7,039百万円それぞれ減少しております。

(３)外貨建取引等会計基準
　当中間期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計基準の改訂に関する意見書」(企業会計審議
会　平成11年10月22日)）を適用しております。この変更に伴う損益への影響はありません。
　また、前期において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正により、「資
本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。

（中間連結貸借対照表関係）
（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）

百万円 百万円 百万円
１．債権償却引当金を、投資その他の資産「その他」より控除しております。

５０３ ２，３９６ １９２

２．有形固定資産の減価償却累計額 ４４８，４２６ ４３５，７９２ ４２９，８６８

３．偶 発 債 務　　　保 証 債 務 １７，６７３ ２０，０２２ １８，４５６
（上記金額には保証予約が含まれている）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

百万円 百万円
現金及び預金勘定 １７，４１６ １３，００４
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　　　６９４ △　　　７０４
３ヶ月以内に満期の到来する短期投資

（有価証券勘定） ４３６ ５，４００
現金及び現金同等物 １７，１５８ １７，７００
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
（Ｈ１２．９．３０現在） （Ｈ１１．９．３０現在） （Ｈ１２．３．３１現在）

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

機械装置及び運搬具 654 510 143 505 382 123 534 434 99
工具、器具及び備品 522 366 156 573 378 194 614 407 207
そ の 他 62 42 19 64 45 19 64 41 22
合 計 1,238 919 319 1,143 806 337 1,212 883 329

　(2)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）

百万円 百万円 百万円
１ 年 以 内 ２２２ １８７ １８８
１ 年 超 １６４ １７７ １６４
合 計 ３８７ ３６５ ３５２

  
　(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）
支 払 リ ー ス 料 １１４ １０６ １９６
減価償却費相当額 １００ １０１ １７９
支 払 利 息 相 当 額 ８ ７ １２

　(4)減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(5)利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によ
っております。

２．オペレーティング・リース料
　未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）
１ 年 以 内 １５７ － １８９
１ 年 超 ４２２ － ５４０
合 計 ５８０ － ７３０
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５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報

（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報
当中間連結会計期間（平成１２年４月 1日～平成１２年９月３０日）

(単位：百万円)

石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連　結
1. 売上高及び営業損益
      売    上    高
(1)外部顧客に対する売上高 63,945 73,665 46,256 20,475 204,343 － 204,343
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

19,314 4,875 2,291 23,277 49,760 (49,760) －

計 83,260 78,540 48,548 43,753 254,103 (49,760) 204,343
営 業 費 用 80,309 76,100 43,961 42,608 242,980 (49,760) 193,220
営 業 利 益 2,951 2,439 4,586 1,145 11,122 － 11,122

前中間連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１１年９月３０日）
(単位：百万円)

石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連　結
1.売上高及び営業損益
      売    上    高
(1)外部顧客に対する売上高 51,894 55,531 47,852 19,645 174,924 － 174,924
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

11,969 3,691 2,407 18,997 37,065 (37,065) －

計 63,864 59,223 50,259 38,642 211,990 (37,065) 174,924
営 業 費 用 59,821 57,571 47,947 37,671 203,011 (37,065) 165,945
営 業 利 益 4,042 1,651 2,312 971 8,978 － 8,978

前連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１２年３月３１日）
(単位：百万円)

石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連　結
1.売上高及び営業損益
      売    上    高
(1)外部顧客に対する売上高 108,640 127,311 93,693 44,536 374,181 － 374,181
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

29,348 7,895 4,792 37,394 79,430 (79,430) －

計 137,989 135,207 98,485 81,930 453,612 (79,430) 374,181
営 業 費 用 129,052 124,777 92,814 79,639 426,282 (79,430) 346,852
営 業 利 益 8,937 10,430 5,671 2,291 27,329 － 27,329

（注１）事業区分の方法
使用原材料の共通性、製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等により石油化学、基礎原料、機能商品、
サービスに区分しております。

（注２）各事業区分の主要製品
石油化学 … エチレン、プロピレン等オレフィン製品及び

低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン及び樹脂加工製品等
基礎原料 … 苛性ソーダ・塩化ビニルモノマー等無機・有機化学品、セメント等
機能商品 … 金属製品、無機・有機ファイン製品、分析機器、光メディア、機能材料等
サービス … 運送・倉庫、建設・修繕、検査・分析、情報処理、不動産等

（注３）「追加情報」の「(２)退職給付会計」に記載のとおり、当中間期より退職給付に係る会計基準を適用しておりま
す。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益が、「石油化学事業」については 322 百万円、「基礎
原料事業」については 286 百万円、「機能商品事業」については 369 百万円、「サービス事業」については８百
万円それぞれ減少しております。
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（注４）事業区分における製品の変更
当中間連結会計期間において、一部製品につきましては、製品特性により対応した体制で事業活動を行うため、
所管事業部を変更したこと等により、事業区分における製品の変更を行いました。
なお、前中間連結会計期間及び前連結会計期間において、当中間連結会計期間の事業区分における製品によっ
た場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１１年９月３０日）
(単位：百万円)

石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連　結
1.売上高及び営業損益
      売    上    高
(1)外部顧客に対する売上高 58,381 55,531 41,365 19,645 174,924 － 174,924
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

12,856 3,691 1,520 18,997 37,065 (37,065) －

計 71,237 59,223 42,886 38,642 211,990 (37,065) 174,924
営 業 費 用 67,181 57,571 40,586 37,671 203,011 (37,065) 165,945
営 業 利 益 4,055 1,651 2,299 971 8,978 － 8,978

前連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１２年３月３１日）
(単位：百万円)

石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連　結
1.売上高及び営業損益
      売    上    高
(1)外部顧客に対する売上高 121,409 127,311 80,924 44,536 374,181 － 374,181
(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

31,264 7,895 2,875 37,394 79,430 (79,430) －

計 152,674 135,207 83,800 81,930 453,612 (79,430) 374,181
営 業 費 用 143,626 124,777 78,239 79,639 426,282 (79,430) 346,852
営 業 利 益 9,047 10,430 5,560 2,291 27,329 － 27,329

（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ
も 90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

（３）海（３）海（３）海（３）海    外外外外    売売売売    上上上上    高高高高
当中間連結会計期間（平成１２年４月 1日～平成１２年９月３０日）

 (単位：百万円)
アジア その他の地域 計 連結

1．海  外  売  上  高 36,999 18,191 55,190 204,343

2．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 18.1 8.9 27.0 100.0

前中間連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１１年９月３０日）
 (単位：百万円)

アジア その他の地域 計 連結

1．海  外  売  上  高 26,920 16,846 43,767 174,924

2．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 15.4 9.6 25.0 100.0

前連結会計期間（平成１１年４月 1日～平成１２年３月３１日）
 (単位：百万円)

アジア その他の地域 計 連結

1．海  外  売  上  高 61,514 30,950 92,464 374,181

2．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 16.4 8.3 24.7 100.0
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６．６．６．６．    生生生生    産産産産    、受、受、受、受    注注注注    及及及及    びびびび    販販販販    売売売売    のののの    状状状状    況況況況

（１）生（１）生（１）生（１）生    産産産産    実実実実    績績績績
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計期間
自 平成１２年４月１日 自 平成１１年４月１日事   業   区   分.
至 平成１２年９月３０日 至 平成１２年３月３１日

石 油 化 学 事 業 ５２，７８３ １０８，１２４
基 礎 原 料 事 業 ７０，１８０ １２３，７１９
機 能 商 品 事 業 ３７，４８６ ６５，６９３

合　　　　　計 １６０，４５０ ２９７，５３８
（注）原則として、生産金額は、生産総量から自家使用量を差引いた販売向け生産量に、当中間期中の平均販売単

価を乗算し算出しております。

（２）受（２）受（２）受（２）受    注注注注    実実実実    績績績績

　　　主として見込み生産であります。

（３）販（３）販（３）販（３）販    売売売売    実実実実    績績績績
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計期間
自 平成１２年４月１日 自 平成１１年４月１日事   業   区   分
至 平成１２年９月３０日 至 平成１２年３月３１日

石 油 化 学 事 業 ６３，９４５ １２１，４０９
基 礎 原 料 事 業 ７３，６６５ １２７，３１１
機 能 商 品 事 業 ４６，２５６ ８０，９２４
サ ー ビ ス 事 業 ２０，４７５ ４４，５３６

合　　　　　計 ２０４，３４３ ３７４，１８１
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７．有　価　証　券７．有　価　証　券７．有　価　証　券７．有　価　証　券

※前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」及び当中間会計期間に係る「子会社株式及び関連会社株式で時価の有る
もの」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。

1．時価のある有価証券
（単位：百万円）

当 中 間 連 結 会 計 期 間区 分
（平成１２年９月３０日 現在）

(1)満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
① 国債・地方債等 － － －
② 社 債 － － －
③ そ の 他 １５７ １５６ △ ０

計 １５７ １５６ △ ０

(2)その他有価証券 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額
① 株 式 １４，４１３ １４，３０９ △ １０４
② 債 券

国債・地方債等 １５ １５ －
社 債 ９０１ ９６８ ６６
そ の 他 １，０５２ １，０５８ ６

③ そ の 他 － － －
計 １６，３８３ １６，３５１ △ ３１

２．時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）
（単位：百万円）

当中間連結会計期間区 分
（平成１２年９月３０日 現在）

(1)満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額

非 公 募 内 国 債 券 １０

(2)子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式 ３０，７７３

(3)その他有価証券
① 非 上 場 株 式

(店頭売買株式除く) ４，２９８
② 投 資 信 託 ４４６
③ そ の 他 ２

計 ４，７４６
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有価証券の時価等
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 期 間
（平成１２年３月３１日 現在）

期      別

種      類 連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益
(1)流動資産に属するもの

株 式 １７，４３５ １９，８３３ ２，３９８
債 券 ２ ２ ０
そ の 他 － － －

小 計 １７，４３７ １９，８３６ ２，３９８

(2)固定資産に属するもの
株 式 １５，０４９ １４，２９７ △　　　７５２
(うち関係会社) （　　１４，３３０） （　　１３，２１１） （△　１，１１８）
債 券 １，７０７ １，７６６ ５９
(うち関係会社) （　　８０５） （　　８５３） （　　４８）
そ の 他 － － －
小 計 １６，７５７ １６，０６３ △　　　６９３
(うち関係会社) （　　１５，１３５） （　　１４，０６５） （△　１，０７０）
合 計 ３４，１９４ ３５，８９９ １，７０５
(うち関係会社) （　　１５，１３５） （　　１４，０６５） （△　１，０７０）

 (注)１．時価等の算定方法 
上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。
店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する最終売買価格等によっております。
証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。
非上場債券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

残存償還期間等に基づいて算定した価格によっております｡

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

（ 前      期 ）
（流動資産） 百万円
投資信託 ５，４００
その他 ６６

（固定資産）
非上場株式（店頭売買株式を除く） ２４，４２４
（うち関係会社株式） （１９，５７６）
一年以内償還利付金融債 １７１
非公募内国債券 ４４１
その他 １７２
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（当中間連結会計期間）
金利スワップ取引のデリバティブ取引を契約しておりますが、すべてヘッジ会計を適用しているため、
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。

（前連結会計期間）
金利スワップ (単位：百万円)

前 連 結 会 計 期 間
（平成１２年３月３１日 現在）

     契    約 額    等

区   

分
種 類

う ち １ 年 超
時   価 評    価

損    益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

受取変動・支払固定

受取固定・支払変動

３５，０３６

１７，３５０

３３，０３６

１２，３５０

△　７２３

５３８

△　７２３

５３８

合 計 ５２，３８６ ４５，３８６ △　１８５ △　１８５

　（注）時価の算定方法
　　　　　取引相手先金融機関から提示された価格によっております。
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 平成１３年３月期 ９．個別中間財務諸表の概要９．個別中間財務諸表の概要９．個別中間財務諸表の概要９．個別中間財務諸表の概要 平成１２年１１月２１日

上場会社名 東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社東 ソ ー 株 式 会 社 上場取引所 東・大・名・京・福
コード番号 ４０４２ 本社所在都道府県 東京都
問合せ先     責任者役職名 理事 経営管理室部長

氏 名 加 古 一 夫 TEL  (０３) ５４２７ － ５１２３
中間決算取締役会開催日 平成１２年 １１月２１日 中間配当制度の有無 有
 中間配当支払開始日   平成　－年 　－月　－日

１．１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日 ～ 平成１２年９月３０日）
 (1) 経営成績                                              　　(注) 百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　売上高 　　　　営業利益         経常利益
　　　百万円 ％ 　　　　百万円 ％ 　　　　百万円 ％

12年９月中間期 １４９，０１９ 　８．１ 　　　６，８７３ 　１５．５ 　　７，９５０ 　９８．７
11年９月中間期 １３７，９０１ 　２．１ 　　　５，９５２ ４８２．９ 　　４，００２ １４１．５
12年３月期 ２９３，３８５ 　　２０，４４１ 　１６，９５６

 中間（当期）純利益 １株当たり中間
（当期）純利益

　　　 百万円 ％ 　　　　円 　　　銭
12年９月中間期 　２，５３７ 　２２．３ 　　　４ 　２２
11年９月中間期 　２，０７４ ―― 　　　３ 　４５
12年３月期 　４，４８６ 　　　７ 　４７

12年９月中間期 601,161,912株
11年９月中間期 600,665,239株

（注）①期中平均株式数

12年３月期 600,665,239株
②会計処理の方法の変更       無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

 (2) 配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

　　　　円  銭        円     銭
12年９月中間期 　　　　０ 　００ ―――――
11年９月中間期 　　　　０ 　００ ―――――
12年３月期 ――――― 　　　　５ 　００

 (3) 財政状態

総   資   産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本
               百万円                百万円                  ％          円 銭

12年９月中間期 　 ４１９，０６７ 　　  ９０，８０１ 　　　２１．７ 　　１５１ 　０４
11年９月中間期 　 ４２２，５４５ 　　  ８８，９６６ 　　　２１．１ 　　１４８ 　１１
12年３月期 　 ４１７，７６１ 　　  ９１，３７８ 　　　２１．９ 　　１５２ 　１３

12年９月中間期 601,161,912株
11年９月中間期 600,665,239株

（注）期末発行済株式数

12年３月期 600,665,239株
※平成12年4月1日付で株式交換により日本石英硝子㈱を完全子会社としたことに伴い、期末発行済株式数の総数
が 496,673株増加しております。

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日 ～ 平成１３年３月３１日）
１株当たり年間配当金売上高 経常利益 当期純利益
期　　　末

         百万円        　百万円        　百万円 　  円 　  銭 　　円 　　銭
通　期 ３１５，０００ １８，０００ ７，０００ ５ ００ ５ ００

 (参考)  １株当たり予想当期純利益(通期)    １１円６４銭
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　１０．個１０．個１０．個１０．個    別別別別    中中中中    間間間間    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等

（１）中（１）中（１）中（１）中    間間間間    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期

(H12.4.1～H12.9.30) (H11.4.1～H11.9.30)
増 減

(H11.4.1～H12.3.31)

                  期   別

 科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金      額 増減率 金      額 百分比

営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益営 業 収 益
％ ％ ％ ％

売 上 高 149,019 100.0 137,901 100.0 11,117 8.1 293,385 100.0
営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用営 業 費 用
売 上 原 価 119,936 108,828 11,107 227,532
販売費及び一般管理費 22,208 23,121 △ 912 45,411

営
業

損

益

の

部 営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 6,8736,8736,8736,873 4.6 5555,,,,952952952952 4.3 921921921921 15.5 20,44120,44120,44120,441 7.0

営 業外収益営業外収益営業外収益営業外収益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他

94
1,283
2,423

119
1,424
1,376

△
△

25
141
1,046

220
2,418
3,566

計計計計 3,8003,8003,8003,800 2222,,,,920920920920 879879879879 6,2056,2056,2056,205
営 業外費用営業外費用営業外費用営業外費用
支 払 利 息
そ の 他

2,504
219

3,084
1,786

△
△

579
1,567

5,926
3,763

経    

常    

損    

益    

の    

部

営

業

外

損

益

の

部 計計計計 2,7232,7232,7232,723 4444,,,,870870870870 △ 2,1462,1462,1462,146 9,6899,6899,6899,689
経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 7,9507,9507,9507,950 5.3 4,0024,0024,0024,002 2.9 3,9483,9483,9483,948 98.7 16,95616,95616,95616,956 5.8
特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
関係会社株式売却益
退職給付信託設定益

72
3,806
2,688

193
－
－

△ 120
3,806
2,688

2,485
－
－

計計計計 6,5676,5676,5676,567 193193193193 6,3746,3746,3746,374 2,4852,4852,4852,485

特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失
有価証券等評価損
設 備 休 廃 止 損
関係会社等投資損
事 業 整 理 損
退職給与引当金繰入額
退職給付会計変更時差異

費用処理額

1,007
771
－
90
－

8,627

－
591
－
97
－

－

△

1,007
180
－
7
－

8,627

2,408
979
2,439
185
6,110

－

特    

別    

損    

益    
の    

部

計計計計 10,49710,49710,49710,497 688688688688 9,8099,8099,8099,809 12,12412,12412,12412,124

税引前中間税引前中間税引前中間税引前中間（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益 4,0204,0204,0204,020 3333,,,,507507507507 513513513513 7,3177,3177,3177,317
法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税法人税､住民税及び事業税 1,4831,4831,4831,483 1,4321,4321,4321,432 50505050 4,1294,1294,1294,129
法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額 －－－－ －－－－ －－－－ △△△△    1,297    1,297    1,297    1,297
中間中間中間中間（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益（当期）純利益 2,5372,5372,5372,537 1.7 2222,,,,074074074074 1.5 462462462462 22.3 4,4864,4864,4864,486 1.5
前 期 繰 越 利 益前 期 繰 越 利 益前 期 繰 越 利 益前 期 繰 越 利 益 3,0143,0143,0143,014 5,0785,0785,0785,078 △ 2,0632,0632,0632,063 5,0785,0785,0785,078

中間中間中間中間（当期）未処分利益（当期）未処分利益（当期）未処分利益（当期）未処分利益 5,5515,5515,5515,551 7,1527,1527,1527,152 △ 1,6001,6001,6001,600 9,5649,5649,5649,564
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（２）中（２）中（２）中（２）中    間間間間    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 期 前 中 間 期
(H12.9.30 現在) (H12.3.31 現在)

増 減
(H11.9.30現在)

              期   別

 科   目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 増減率 金      額 構成比
（（（（    資資資資        産産産産        のののの        部部部部    ））））   ％   ％   ％   ％

流流流流    動動動動     資資資資    産産産産 137,880137,880137,880137,880 32.9 151,564151,564151,564151,564 36.3 △△△△ 13,68313,68313,68313,683 △ 9.0 152,345152,345152,345152,345 36.1
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,819
8,172
80,484
527

28,455
15,464

△       43

4,759
7,086
72,391
22,411
28,763
16,493

△      341

△
△
△

59
1,086
8,092
21,883
307
1,029
298

5,702
7,884
71,264
20,023
28,599
19,198

△     328
固固固固    定定定定     資資資資    産産産産 281,160281,160281,160281,160 67.1 266,144266,144266,144266,144 63.7 15,01515,01515,01515,015 5.6 270270270270,,,,119119119119 63.9
有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 189,946189,946189,946189,946 45.3 192,535192,535192,535192,535 46.1 △ 2,5882,5882,5882,588 △ 1.3 191919199999,,,,850850850850 47.3
建 物
機 械 及 び 装 置
土 地
そ の 他

23,468
84,205
49,646
32,626

23,667
86,198
49,592
33,076

△
△

△

198
1,993
53
449

24,751
93,627
49,695
31,775

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 1,0721,0721,0721,072 0.3 1,1361,1361,1361,136 0.3 △△△△ 63636363 △  5.6 1,3481,3481,3481,348 0.3
投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 90,14090,14090,14090,140 21.5 72,47372,47372,47372,473 17.3 17,66717,66717,66717,667 24.4 66668888,,,,920920920920 16.3
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

73,117
17,024

△        2

55,429
17,053

△        9
△

17,688
28
7

50,679
18,250

△       9
繰 延 資 産繰 延 資 産繰 延 資 産繰 延 資 産 26262626 0.0 53535353 0.0 △△△△ 26262626 △50.0 80808080 0.0
社 債 発 行 費 用 26 53 △ 26 80
資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計 419,067419,067419,067419,067 100.0 417,761417,761417,761417,761 100.0 1,3051,3051,3051,305 0.3 424242422222,,,,545545545545 100.0

（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 164,968164,968164,968164,968 39.4 160,394160,394160,394160,394 38.4 4,5734,5734,5734,573 2.9 172172172172,,,,539539539539 40.8
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年内返済長期借入金
賞 与 引 当 金
定期修繕引当金
特別修繕引当金
そ の 他

7
38,435
55,350
45,987
2,010
－
－

23,178

13
31,790
52,930
48,192
2,457
2,199
36

22,775

△

△
△
△
△

6
6,644
2,420
2,204
447
2,199
36
402

12
32,537
56,730
59,226
2,193
1,808
34

19,997
固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 163,297163,297163,297163,297 39.0 165,988165,988165,988165,988 39.7 △△△△ 2,6902,6902,6902,690 △  1.6 111161616161,,,,038038038038 38.1
社 債
長 期 借 入 金
退職給与引当金
退職給付引当金
その他の引当金
そ の 他

33,000
116,683

－
12,330
814
469

33,000
122,073
10,433
－
11
469

△
△

△

－
5,389
10,433
12,330
802
0

33,000
121,791
4,097
－

1,706
443

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 328,265328,265328,265328,265 78.3 326,383326,383326,383326,383 78.1 1,8821,8821,8821,882 333333333333,,,,578578578578 78.9
（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）
資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 40,63340,63340,63340,633 9.7 40,60940,60940,60940,609 9.7 24242424 0.0 40,6040,6040,6040,609999 9.6
資本準備金資本準備金資本準備金資本準備金 29,63729,63729,63729,637 7.1 29,49429,49429,49429,494 7.1 142142142142 0.5 29,49429,49429,49429,494 7.0
利益準備金利益準備金利益準備金利益準備金 5,3665,3665,3665,366 1.3 5,0565,0565,0565,056 1.2 310310310310 6.1 5,0565,0565,0565,056 1.2
その他の剰余金その他の剰余金その他の剰余金その他の剰余金 15,37215,37215,37215,372 3.7 16,21816,21816,21816,218 3.9 △ 845845845845 △  5.2 13,80613,80613,80613,806 3.3
任 意 積 立 金
中間(当期)未処分利益

9,821
5,551

6,654
9,564 △

3,167
4,012

6,654
7,152

(うち中間(当期)純利益) (    2,537) (    4,486) △ (  1,949) (   2,074)
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 △△△△      208      208      208      208 － △△△△ 208208208208 －

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計 90,80190,80190,80190,801 21.7 91,37891,37891,37891,378 21.9 △ 576576576576 △  0.6 88888888,,,,966966966966 21.1
負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計 419,067419,067419,067419,067 100.0 417,761417,761417,761417,761 100.0 1,3051,3051,3051,305 0.3 424242422222,,,,545545545545 100.0
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(a)有価証券
①満期保有目的債券…償却原価法
②子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法
③その他有価証券　　時価の有るもの…中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算出）
時価の無いもの…移動平均法による原価法

(b)棚卸資産
評価基準…原価法
評価方法…総平均法　ただし、貯蔵品は移動平均法又は最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(a)有形固定資産……法人税法に規定する定額法（一部の機械及び装置は定率法）によっております。
(b)無形固定資産……法人税法に規定する定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づ
く定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(a)貸 倒 引 当 金          ‥‥‥一般債権について貸倒実績率に基づく計算額により設定しております。
(b)債権償却引当金          ‥‥‥貸倒懸念債権等、特定の債権に対して回収不能見込額により設定しております。
(c)賞 与 引 当 金          ‥‥‥従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当中間期負担額により

設定しております。
(d)退職給付引当金          ‥‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。
なお、会計基準変更時差異（28,152 百万円）については、当社保有株式による退職
給付信託（6,458 百万円）を設定し、残額を 5 年による按分額で費用処理しておりま
す。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法
(a)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例要件を満たす取引については、特例処理を採用
しております。

(b)ヘッジ手段、ヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

(c)ヘッジ方針
リスク管理方針について定めた内部規程に基づいて、金利変動リスクをヘッジしております。

６．その他の連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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追追追追    加加加加    情情情情    報報報報

(１)金融商品会計
　当中間期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
成11年1月22日））を適用しております。
　この変更に伴い、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他の有価証券に
含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券とし
て表示しております。これにより有価証券は17,408百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

(２)退職給付会計
　当中間期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会  平
成10年6月16日））を適用しております。また、当中間期に、退職給付信託設定益2,688百万円を計上しておりま
す。
　この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用は9,649 百万円増加し、経常利益は919 百万円、税
引前中間純利益は6,858百万円それぞれ減少しております。

(３)外貨建取引等会計基準
　当中間期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計基準の改訂に関する意見書」(企業会計審
議会　平成11年10月22日)）を適用しております。この変更に伴う損益への影響はありません。

注注注注    記記記記    事事事事    項項項項
（貸借対照表関係）

（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ）（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）
１．関係会社に対する債権債務 百万円 百万円 百万円

売 掛 金 ２５，２２２ １９，１２３ ２１，６９４
受 取 手 形 ４４７ ２１２ ３３５
買 掛 金 １０，７５０ １０，９１９ １０，３３５

２．債権償却引当金を、投資その他の資産「その他」より控除しています。
８，３７５ ７，３３６ ８，０７１

３．有形固定資産の減価償却累計額 ３５８，１２４ ３６２，１８９ ３５４，８９８

４．担保に供している資産
有 形 固 定 資 産 １３７，６２３ ６７，６９１ ６４，８０５
投 資 有 価 証 券 ２，７３７ １，２１９ １，２２４
有 価 証 券 － １，７１８ １，５８９

５．偶発債務　　　　保証債務 ３６，４３０ ３７，５２４ ３７，０４８
　　（上記金額には保証予約が含まれている）

６．自 己 株 式         ２ １ ２
（　株　式　数　） （５，５０４株） （３，７３６株） （６，００６株）

(損益計算書関係)
１．減価償却実施額　　有形固定資産 ８，３５８ ８，５５４ １７，５１９

無形固定資産 ２１１ ２５４ ５１８
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（リース取引関係）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額　（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
（Ｈ１２．９．３０現在） （Ｈ１１．９．３０現在） （Ｈ１２．３．３１現在）

取得価額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

取得価額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

工具、器具及び備品 212 138 74 289 201 87 245 184 61
そ の 他 0 0 0 8 8 0 8 8 0
合 計 212 138 74 297 209 88 254 193 61

（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 期 ）
２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 百万円 百万円 百万円

１ 年 以 内 ３３ ５６ ４４
１ 年 超 ４４ ３５ １９
合 計 ７７ ９２ ６３

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ２７ ３６ ６９
減価償却相当額 ２４ ３３ ６４
支払利息相当額 ０ １ ２

４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によっ
ております。
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（有価証券の時価等）
　　　※当中間期については、決算短信（連結）の添付資料として記載しております。 （単位：百万円）

　前　　中　　間　　期
（Ｈ１１．９．３０現在）種  類

中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益
(1)流動資産に属するもの
株 式 20,023 25,097 5,073
小 計 20,023 25,097 5,073

(2)固定資産に属するもの
株 式 11,951 14,817 2,865
債 券 1,755 1,808 53
小 計 13,706 16,625 2,918
合 計 33,730 41,722 7,992

(注)１．時価の算定方法 
上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。
店頭売買有価証券 日本証券業協会が発表する最終売買価格等によっております。
証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。
非上場債券 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等

に基づいて算定した価格によっております。

２．流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。
（ 前 中 間 期 ）

  自己株式に係る評価損益 0百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
（流動資産）
　　該当無し
（固定資産）
　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 36,421百万円
　　債      券 551百万円

（有価証券）
　　　子会社株式及び関連会社株式で時価の有るもの （単位：百万円）

　当　　中　　間　　期　（Ｈ１２．９．３０現在）
中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

関 連 会 社 株 式 11,504 14,532 3,027

（デリバティブ取引に関する状況）
　　　※当中間期については、決算短信（連結）の添付資料として記載しております。
金利スワップ (単位：百万円)

　前　　中　　間　　期
（Ｈ１１．９．３０現在）

契 約 額 等
種　　　　　類

う ち 1 年 超
時 価 評 価 損 益

受 取 変 動 ・ 支 払 固 定
受 取 固 定 ・ 支 払 変 動

34,250
17,350

18,750
17,350

△  649
746

△  649
746

合 計 51,600 36,100 96 96



２０００年度中間期連結決算概要２０００年度中間期連結決算概要２０００年度中間期連結決算概要２０００年度中間期連結決算概要
平成１２年１１月２１日
東 ソ ー 株 式 会 社

１．業 績
（単位 ： 億円）

２０００年度中間期 １９９９年度中間期 増 減 １９９９年度 ２０００年度(参考)

売 上 高 ２，０４３ １，７４９ ２９４ ３，７４２ ４，３００

（ 単　　　　独 ） (１，４９０) (１，３７９) (１１１) (２，９３４) (３，１５０)

営 業 利 益 １１１ ９０ ２１ ２７３ ２９０

（ 単　　　　独 ） (６９) (６０) (９) (２０４) (１８０)

経 常 利 益 １０３ ５１ ５２ ２１３ ２５０

（ 単　　　　独 ） (８０) (４０) (３９) (１７０) (１８０)

当 期 純 利 益 ２８ ２０ ８ ６０ １００

（ 単　　　　独 ） (２５) (２１) (５) (４５) (７０)

１株当たり当期純利益 ４円６８銭 ３円３６銭 １円３２銭 １０円０２銭 １６円６３銭

（ 単　　　　独 ） (４円２２銭) (３円４５銭) (７７銭) (７円４７銭) (１１円６４銭)

２．指 標

２０００年度中間期 １９９９年度中間期 増 減 １９９９年度 ２０００年度(参考)

為替［TTM期中平均］（円/＄） １０７．１９ １１７．３１ △１０．１２ １１１．６２ １０６．１０

国産ナフサ価格（円/KL） ２２，２００ １６，２５０ ５，９５０ １７，９５０ ２３，８５０

３．その他
（単位 ： 億円）

２０００年度中間期 １９９９年度中間期 増 減 １９９９年度 ２０００年度(参考)

設 備 投 資 額 １０９ １６２ △５４ ２７６ ２００

（ 単　　　　独 ） (６５) (１３４) (△６９) (１９０) (１２０)

減 価 償 却 費 １２５ １２３ ２ ２４９ ２４５

（ 単　　　　独 ） (８６) (８８) (△２) (１８０) (１６５)

技 術 研 究 費 ４５ ４８ △３ ９３ ９５

（ 単　　　　独 ） (３７) (４２) (△４) (８１) (７５)

期 末 有 利 子 負 債 ３，３４１ ３，５０８ △１６７ ３，３３２ ３，２００

（ 単　　　　独 ） (２，５１０) (２，７０７) (△１９７) (２，５６２) (２，４００)

金 融 収 支 △２９ △３９ １０ △７５ △６５

（ 単　　　　独 ） (△１１) (△１５) (４) (△３３) (△３０)

株 主 資 本 比 率 ( ％ ) １５．８ １７．０ △１．２ １７．４

（ 単　　　　独 ） (２１．７) (２１．１) (０．６) (２１．９) －

期 末 従 業 員 数 （ 人 ） ８，２０３ ７，７９２ ４１１ ７，９１４ ８，１５０

（ 単　　　　独 ） (２，６９７) (３，４３９) (△７４２) (３，３４２) (２，６５０)

（注）　億円未満は四捨五入



事業セグメント別連結売上高

２０００年度中間期実績 対 １９９９年度中間期実績比較 （単位：億円）

２０００年度中間期 １９９９年度中間期

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ３９６　 ３３８　 ５８　 △３９　 ９６　

ポ リ マ ー ２０８　 ２１２　 △５　 △７　 ２　

計 ６０４　 ５５１　 ５３　 △４５　 ９８　

連 結 子 会 社 計 ３６　 ３３　 ２　 ３　 △１　

小　　　　計 ６３９　 ５８４　 ５６　 △４２　 ９８　

化 学 品 ３７７　 ４２８　 △５１　 △７９　 ２８　

セ メ ン ト ６８　 ７３　 △５　 ０　 △５　

計 ４４５　 ５０１　 △５６　 △７９　 ２３　

連 結 子 会 社 計 ２９２　 ５５　 ２３７　 ２３７　 ０　

小　　　　計 ７３７　 ５５５　 １８１　 １５８　 ２３　

有 機 化 成 品 ７５　 ８３　 △８　 △２　 △７　

科 学 計 測 ３５　 ３６　 △１　 △１　 ０　

機能材料･光ﾒﾃﾞ ｨｱ ９５　 ９５　 △１　 ６　 △６　

計 ２０４　 ２１４　 △１０　 ３　 △１３　

連 結 子 会 社 計 ２５８　 ２００　 ５９　 ９０　 △３２　

小　　　　計 ４６３　 ４１４　 ４９　 ９４　 △４５　

サービス（連結子会社） 小　　　　計 ２０５　 １９６　 ８　 ８　 －　

東 ソ ー １，２５３　 １，２６５　 △１２　 △１２１　 １０８　

連 結 子 会 社 ７９０　 ４８４　 ３０７　 ３３９　 △３２　

合　　　　計 ２，０４３　 １，７４９　 ２９４　 ２１８　 ７６　

（注）億円未満は四捨五入

２０００年度予想 対 １９９９年度実績比較（参考）

２０００年度(予想) １９９９年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ８６３　 ７２５  １３８　 △１３　 １５１　

ポ リ マ ー ４４４　 ４２３　 ２１　 １０　 １１　

計 １，３０８　 １，１４８　 １６０　 △２　 １６２　

連 結 子 会 社 計 ７２　 ６６  ６　 ６　 △１　

小　　　　計 １，３８０　 １，２１４　 １６５　 ４　 １６２　

化 学 品 ７７７　 ９６３  △１８６　 △２１４　 ２８　

セ メ ン ト １３７　 １５０  △１４　 △２　 △１２　

計 ９１３　 １，１１３  △２００　 △２１６　 １６　

連 結 子 会 社 計 ５９５　 １６０  ４３６　 ４３６　 ０　

小　　　　計 １，５０９　 １，２７３  ２３６　 ２２０　 １６　

有 機 化 成 品 １６２　 １６６　 △４　 ２　 △６　

科 学 計 測 ７３　 ７３  ０　 ０　 ０　

機能材料･光ﾒﾃﾞ ｨｱ ２０４　 １９４　 １０　 ２３　 △１３　

計 ４３９　 ４３３　 ６　 ２５　 △１９　

連 結 子 会 社 計 ５２３　 ３７７  １４７　 １４３　 ４　

小　　　　計 ９６２　 ８０９　 １５３　 １６８　 △１５　

サービス（連結子会社） 小　　　　計 ４４９　 ４４５  ４　 ４　 －　

東 ソ ー ２，６６０　 ２，６９４  △３４　 △１９３　 １５９　

連 結 子 会 社 １，６４０　 １，０４８  ５９２　 ５８８　 ３　

合　　　　計 ４，３００　 ３，７４２  ５５８　 ３９５　 １６３　

（注）億円未満は四捨五入
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東ソー単独  部門別売上高

２０００年度中間期実績 対 １９９９年度中間期実績比較 （単位：億円）

２０００年度中間期 １９９９年度中間期

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ４０７　 ３３９　 ６７　 △２９　 ９６　

ポ リ マ ー ２５４　 ２５４　 ０　 △２　 ２　

計 ６６０　 ５９３　 ６８　 △３１　 ９８　

化 学 品 ４９４　 ４４３　 ５１　 １２　 ３９　

セ メ ン ト ６８　 ７３　 △５　 ０　 △５　

計 ５６２　 ５１６　 ４６　 １２　 ３４　

有 機 化 成 品 １０４　 １０７　 △３　 ４　 △７　

科 学 計 測 ５０　 ４８　 ２　 ６　 △４　

機 能 材 料 ･ 光 ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｱ １１４　 １１６　 △２　 ６　 △８　

計 ２６８　 ２７１　 △３　 １６　 △１９　

合　　　　計 １，４９０　 １，３７９　 １１１　 △３　 １１４　

（注）億円未満は四捨五入

２０００年度予想 対 １９９９年度実績比較（参考）

２０００年度(予想) １９９９年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ８７８　 ７３２  １４６　 △５　 １５１　

ポ リ マ ー ５３８　 ５０６　 ３３　 ２１　 １１　

計 １，４１７　 １，２３８　 １７９　 １６　 １６２　

化 学 品 １，０３０　 ９９７  ３３　 △９　 ４２　

セ メ ン ト １３７　 １５０  △１４　 △２　 △１２　

計 １，１６６　 １，１４７  １９　 △１１　 ３１　

有 機 化 成 品 ２１８　 ２１７　 １　 ７　 △６　

科 学 計 測 １０２　 ９９  ３　 ６　 △３　

機 能 材 料 ･ 光 ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｱ ２４７　 ２３３　 １４　 ２８　 △１４　

計 ５６７　 ５４９　 １９　 ４１　 △２３　

合　　　　計 ３，１５０　 ２，９３４  ２１６　 ４７　 １６９　

（注）億円未満は四捨五入
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事業セグメント別 連結営業利益

２０００年度中間期実績 対 １９９９年度中間期実績比較 （単位：億円）

２０００年度中間期 １９９９年度中間期

金額 金額

東 ソ ー ２７　 ３８　 △１１　

連 結 子 会 社 ０　 △１　 １　

連 結 調 整 ２　 ３　 △１　

計 ３０　 ４１　 △１１　

東 ソ ー ２７　 ８　 １８　

連 結 子 会 社 △５　 ５　 △１０　

連 結 調 整 ３　 ３　 ０　

計 ２４　 １７　 ８　

東 ソ ー １５　 １３　 ２　

連 結 子 会 社 ２７　 ７　 ２１　

連 結 調 整 ３　 ３　 ０　

計 ４６　 ２３　 ２３　

連 結 子 会 社 １０　 ８　 ２　

連 結 調 整 ２　 ２　 ０　

計 １１　 １０　 ２　

東 ソ ー ６９　 ６０　 ９　

連 結 子 会 社 ３２　 １９　 １３　

連 結 調 整 １０　 １１　 △１　

合　　　　計 １１１  ９０　 ２１　

（注）億円未満は四捨五入

２０００年度予想 対 １９９９年度実績比較（参考）

２０００年度(予想) １９９９年度

金額 金額

東 ソ ー ５６　 ８５　 △２８　

連 結 子 会 社 １　 ０　 １　

連 結 調 整 ７　 ６　 １　

計 ６４　 ９０　 △２７　

東 ソ ー ７８　 ８７　 △９　

連 結 子 会 社 ５　 １１　 △６　

連 結 調 整 ７　 ６　 １　

計 ９０　 １０４　 △１４　

東 ソ ー ４６　 ３３　 １３　

連 結 子 会 社 ６３　 １７　 ４６　

連 結 調 整 ５　 ６　 △２　

計 １１３　 ５６　 ５８　

連 結 子 会 社 ２１　 １９　 １　

連 結 調 整 ２　 ３　 △１　

計 ２３　 ２３　 ０　

東 ソ ー １８０　 ２０４　 △２４　

連 結 子 会 社 ８９　 ４７　 ４２　

連 結 調 整 ２１　 ２２　 △１　

合　　　　計 ２９０  ２７３　 １７　

（注）億円未満は四捨五入
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